脳卒中後遺症に対する在宅リハビリテーションの現況
―特に彦根近郊地区についての分析―
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（はじめに）
脳卒中は疾患の治療が終了しても後遺症を残すことが多く、入院中の患者に対しては回復期リハビリ病棟の導入などで積極的なリハビリテーションが行われるが、退院後にもリハビリテーションが必要になることが多い。高齢化社会の到来とともに退院後の脳卒中患者に対するリハビリテーション、いわゆる在宅リハビリテーション（以後、在宅リハ）の利用者数が増加することが予想される。そのため、現状の在宅リハの利用状況を把握し、今後の在宅リハの必要量を推計する目的で今回の調査を計画した。在宅リハビリテーションは通所リハビリテーション（以後、通所リハ）と訪問リハビリテーション（以後、訪問リハ）に大別される。県内では646か所の施設が訪問リハの登録を行っており、52か所の施設が通所リハのサービスを実施している(平成20年6月時点)。アンケート送付を調査の方法として採用したが、訪問リハ施設に送付したアンケートの返答率が低く（約30％）、結果の信頼性に問題が生じると考えられた。このため県内全域で訪問リハと通所リハの利用状況を分析することは困難であると判断したため、県内の通所リハ施設にはアンケート送付を行わなかった。そして、調査対象をわれわれの施設の存在する彦根市近郊地区（以後、彦根地区）に限定することで、彦根地区のみの詳細な検討を行うこととした。実際には、彦根地区にある通所リハ施設(5か所)と訪問リハ施設(5か所)の両方にアンケートを送付し、リハビリテーションの対象になっている患者の疾患や実際にリハビリテーションを行っている療法士の勤務状況などを調査して、彦根地区の脳卒中後遺症患者に対する在宅リハビリテーションの状況について分析し、在宅リハ供給量の充足具合を把握し、将来の必要量について推計を行った。
（方法）
様式1-3に示すようなアンケート用紙を対象施設に送付し、それに対する回答を分析する方法をとった。様式1は、県内で訪問リハを行っている全ての施設に送付した。様式2は様式1に対して、訪問リハを実際に行っていると回答があった施設に送付した。様式3は彦根地区で通所リハを実施している5ヶ所の施設に送付し、彦根地区での在宅リハの分析に利用した。1回目のアンケート（様式1）に返答のあった33施設には、2回目のアンケート（様式2）を送付し、全ての施設から回答を得られた。この結果は、彦根地区の5施設と県内の28施設とに分けて分析した。彦根地区に関しては、1回目（様式1）、2回目（様式2）のアンケートは他の地区と同様に行ったが、通所リハを行っている施設にもアンケート（様式3）を送付した。
（結果）
調査を開始した平成20年6月には、県内の訪問リハ施設は646施設が登録されていた。これらの施設の多くは個人の医院または歯科医院であり、診療所を開設する際に訪問リハ施設としての登録も同時に行ったものと考えられた。我々が送付したアンケート内容は様式1に示すとおりであるが、返答を得られた施設は194施設にすぎず登録施設の約30％であった。
訪問リハを実際に行っている施設は33施設であり、実施予定のある施設は20施設であった。従って、実際に訪問リハを実施している施設は、返答のあった施設のうちの約17％、全登録施設の約5％に過ぎなかった。この第1回目のアンケートの結果を図1-Aに示すが、訪問リハを行っている施設は病院、老健施設などが約7割を占め、個人の診療所は3割に過ぎなかった。
県内で訪問リハに従事(パート勤務を含めて)する療法士は89名おり、その半数以上が理学療法士であった(表-1)。これらの療法士が一週間に行う訪問リハは、延回数で1421回になる。理学療法士一人当たりの訪問回数は3.4回/日、作業療法士では1.7回/日、言語療法士では0.9回/日となり、各療法士で訪問回数に差が見られた(表-1)。訪問リハの対象者に関しては、脳卒中後遺症(以後、CVD)の方が約50％、整形外科疾患の方が約20％、神経難病の方が約15％になっていた。これらの結果は図1-Bに示す。
彦根地区の訪問リハは3か所の診療所（1か所は歯科医院）と1か所ずつの老人保健施設、病院が行ない、合計5施設が実施していた。このうち、歯科医院では歯科医師が直接に訪問しており療法士は所属していなかった。彦根地区の訪問リハは、常勤とパートを含めて、5名の理学療法士、6名の作業療法士、4名の言語療法士が実施していた(表2-A)。総計15人の療法士が総計167回/週の訪問リハを行っており、療法士一人あたりでは平均11回/週の訪問リハビリを行っていた。彦根地区では理学療法士一人当たりの訪問回数は1.1回/日、作業療法士では2.9回/日、言語療法士では1.2回/日であった(表2-B)。県内の調査に比較して理学療法士の訪問回数が少なく、作業療法士の訪問回数が多かった。対象となっている患者の疾患に関しては、県内と彦根地区との間に大きな違いはなく、CVDが約50％、整形疾患と神経難病が15％程度を占めていた(図2)。
彦根地区の通所リハ施設は5か所あり、定員の合計は110名/日であった(表3-A)。5か所の施設のうち、理学療法と作業療法を提供している施設が2か所、理学療法のみを提供している施設が3か所であった(表3-A)。平成20年6月の施設利用者の総数は1849名であり、1日の平均は79.4名であった(表3-A)。通所リハ施設の利用率は約72％（79.4名/110名）であり、一日あたりの定員には29名の余裕があった。各施設が提供しているリハビリテーションの時間を合計すると、理学療法は337.5時間/週、作業療法は75.5時間/週であった(表3-B)。言語療法士がいずれの通所施設にもいないため、言語療法はまったく行われていなかった。通所リハの対象となっている患者の疾患に関しては、CVDが37.9％、整形疾患が28.5％、神経難病が4.7％であり、訪問リハに比較すると神経難病での利用が少なかった(図3)。通所リハの利用者が一日当たり79.4名であったので、疾患の割合から換算するとCVDでは30名/日、整形疾患では23名/日、神経難病では3.8名/日の方が通所リハを利用されていた。
（考察）
アンケートの返答率が約30％であり、調査結果の信頼性については、若干の疑問が残るが、登録全施設の5％しか訪問リハを実施していなかったことはいくつかの理由が考えられる。ひとつには、実際に訪問看護を行う療法士の確保が困難なことがある。われわれの経験でも、療法士の求人を行うと、何らかの反応はあるが、給与面で折り合いがつかないことが多かった。また、療法士の多くは、病院内での複数のスタッフによるリハビリテーションの経験が多く、訪問リハのように、個人での対応を嫌うことも多い。これらの理由で、診療所では療法士の確保が難しく、さらに経済的な問題（訪問リハの点数が低い）もあり、訪問リハを実施する診療所の数が少ないことの原因となっていると思われた。
県内の調査と比較して彦根地区では療法士一人当たりの訪問リハの回数が少ない傾向にあったが、彦根地区でも老健に所属する療法士の実施するリハビリ回数は県内の調査で判明した回数と同程度であった。これは老健の療法士が常勤もしくは専属で訪問リハを担当しているためと思われた。さらに、彦根地区で作業療法が多かったことも、老健に所属する療法士が作業療法士であることが理由と思われた。彦根地区で病院実施の訪問リハの回数が少なかったのは、所属する療法士が、病院勤務の空き時間に訪問リハを実施しており、訪問リハ専属でないことが理由として考えられた。県内では実施母体が病院や老健である割合が高く、常勤の療法士を訪問リハに専念させて訪問リハを行っていると考えられ、特に、理学療法士を常勤とする割合が高く、理学療法の回数が多くなったと思われた。今後の彦根地区の訪問リハを充実させるには、訪問リハ専属の療法士が所属する施設の参加が必要と考えられた。

彦根地区の調査では県内の調査に比較して診療所の参加が目立っているが、これらの診療所(歯科医院を除く)はいずれも在宅療養支援診療所であった。CVDのみならず、神経難病の患者に対しても、これまでの入院主体の診療が変化し、在宅診療が主体をなすようになった。そのため、在宅でのこれらの患者を目の当たりにしている医師が訪問リハの必要性を肌で感じて、何とか訪問リハを導入したと思われた。
彦根地区の脳卒中患者の発生数は、彦根保健所の報告によると平成18年度には344名であり、同年度の退院患者数は296名であった(図4-A)。内訳は、死亡退院が43名、施設への転出は28名、在宅退院となった患者は225名であった(図4-B)。したがって、平成18年度には入院患者数の65％、退院患者の76％が在宅に復帰したことになる。この分析から、県内においても脳卒中発症患者の65％程度が在宅療養の対象になることが推測できる。このうち、どれだけの割合の患者が継続的なリハビリテーションを必要とするかについては不明であるが、脳卒中発症患者の65％をカバーできるリハビリテーション体制が確立されていれば十分であると考えられる。調査時点における彦根地区でのリハビリ提供量は、訪問リハでは28名/日、通所リハでは110名/日であり、両者を合計すると1日当たり138名の方にリハビリを提供することができ、1週間では約830名（138名ｘ6日）の方にリハビリが提供できる体制が構築できている。脳卒中後遺症に対する機能維持のためには、一週間に2回程度のリハビリ実施が必要であり、彦根地区のリハビリ供給量のすべてをCVDに向けるとすれば、約400名のCVDの方に2回/週のリハビリを提供できることになり、これは一日あたりでは約67名になる。しかし、今回の調査では訪問リハの50％、通所リハの40％をCVDが占めていた(図3)ので、通所リハの定員(110名/日ｘ40％)と訪問リハの実績（28名/日ｘ50％）を考慮すると計算上では58名/日のCVDの方にリハビリを提供できる体制になっている。調査を行った時点での一日あたりの実数では14名のCVDの方が訪問リハを受け、約30名の方が通所リハを受けておられ、両者を合計すると44名であった。この人数は彦根地区のCVDに対するリハビリ供給量の約76％（44名/58名）に相当していた。継続的にリハビリを行っておられる方や、退院後のリハビリの必要がない方もおられるため、実際のリハビリ提供量の過不足については推論の域を出ないが、通所リハビリの利用率（81名/110名）が約74％であることを考慮しても、CVDに対するリハビリ供給量にはあまり余裕がないと考えられた。今後、彦根地区においてはリハビリ供給量を増加する必要があり、訪問リハ専属の療法士の導入や通所リハ施設の増加が必要であると思われた。
（結論）

1． 県内において訪問リハビリテーションを実施している施設は登録施設の約5％であった。訪問リハビリテーションの内容については、理学療法士が行う回数が多く、訪問リハビリテーションの対象者は50％が脳卒中後遺症の方であり、整形外科疾患の方が約20％、神経難病の方が約15％であった。
2． 彦根地区の訪問リハビリテーションには5施設が参加していたが、作業療法士が行う訪問リハビリテーションが多かった。訪問リハビリテーションの対象者については県内の調査と違いはなかった。
3． 彦根地区において、脳卒中後遺症の方が利用されている在宅リハビリテーションは、今回の調査の時点で、地区のリハビリ供給量の約76％に達していた。在宅リハビリテーションの供給量を増加させるために、在宅リハビリテーション専属の療法士や通所リハビリテーション施設の増加が必要であると思われた。
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図１-A　県内における
訪問リハビリテーション実施施設の割合

診療所の割合は32％であり、70％程度が病院と老健施設が占めている。
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図1-B　県内における訪問リハビリテーションの対象疾患

脳卒中後遺症の方（CVD）が5割を占めている。

CVD：脳血管障害後遺症 ORTH:整形外科疾患　NEURO:神経疾患　ETC:その他
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図2　彦根地区における
訪問リハビリテーションの対象疾患

県内の対象疾患と大きな違いはない。

CVD：脳血管障害後遺症
ORTH:整形外科疾患　NEURO:神経疾患　
　　ETC:その他
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図3　彦根地区における
通所リハビリテーションの対象疾患

訪問リハビリテーションと比較して整形外科疾患の方が多く、脳卒中後遺症の方と神経疾患の方が少ない。

CVD：脳血管障害後遺症
ORTH:整形外科疾患　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　NEURO:神経疾患　ETC:その他
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図4-A　彦根地区における
脳卒中患者の転機

脳卒中発症患者の約3/4が在宅に復帰できている。しかし、残りの1/4は死亡や施設退院になっている。
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図4-B　平成18年度の彦根地区の
脳卒中発症患者と退院患者数

発症患者の約86％が退院しているが、残りの患者は入院を継続している。

